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琉球弧・西日本で進む準戦時体制

愛知で進む兵器生産

1428 Km

2022年１２月１６日、岸田政権は敵基地攻撃能力の保有を柱とした安保3文書を閣
議決定し、、敵基地攻撃ができる長射程ミサイル＝スタンド・オフミサイルの購入や開
発・配備などを進めています。
2025年7月28日(月)の時事通信による報道では、防衛省は12式地対艦誘導弾能
力向上型(射程約1000㎞)を2025年度末までに熊本県健軍駐屯地(福岡から南約
100㎞)に、2026年春には大分県の由布院駐屯地(福岡から南東約100㎞)に、将来
的には沖縄島の勝連駐屯地にも配備する予定です。
下記の図より台湾海峡や上海、ピョンヤンやウラジオストクまでが完全に12式地対艦
誘導弾能力向上型の射程範囲内であることが分かります。
また2025年からは射程1600㎞のトマホークも配備が開始され、射程2000㎞の新
地対艦・地対地精密誘導弾の開発も開始されました。
これらの兵器が周辺国にとって「軍事的」脅威であること、また憲法9条および憲法前
文の平和主義に反することは明白です。

長射程ミサイルがもたらす中国・ロシア・朝鮮への「軍事的」脅威
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愛知で進む兵器生産

名称 射程 現状 受注会社 整理番号

12式地対艦ミサイル改良型 1000km 2025年度中に配備開始 三菱重工 ①

島嶼防衛用高速滑空弾 500～1000km 2025年度研究完了 三菱重工 ②

島嶼防衛用高速滑空弾能力向上型 3000km？ 開発中 三菱重工 ③

新地対艦・地対地精密誘導弾
(和製版トマホーク) 2000km 開発中 三菱重工 ④

極超音速誘導弾 2000km 開発中 三菱重工 ⑤

ＪＳＭ(航空機搭載) 500km 2025年度配備予定 伊藤忠
アビエーションズ

⑥

JASSM(戦闘機搭載) 900km 2027年度配備予定 ロッキードマーチン ⑦

トマホーク 1600km 2025年度配備予定 アメリカ政府 ⑧

日油
武豊工場

国産スタンドオフミサイルのほとんど
が三菱重工小牧北工場で開発・製造さ
れている。

日油武豊工場ではミサイ
ル燃料や火薬の充填が行
われている。近年、ミサ
イル製造増加に合わせて
設備を増設している。

有事の際に
真っ先に狙われるのは

軍事工場！

三菱重工
小牧北工場

頻発する日油武豊工場での事故
2000年8月1日
火薬工場の火薬類一時置場で長期間存置されていた無煙火薬が爆発した。工場
内の建物は全壊29棟など合計320棟が被災した。工場外の被害は79名が負傷し、
周辺の家屋等は888棟が被災した。さらに飛散物が周辺の田畑に飛散し、
周辺住民に大きな被害を与えた。

2009年11月4日
工場内での発火事故により従業員1名が死亡

2023年9月14日
配管の破損により火災と爆発が発生。



琉球弧・西日本で広がる戦争準備



長射程ミサイルの配備開始

「１２式地対艦誘導弾能力向上型」

熊本健軍駐屯地（西部方面総監部・第5地対艦ミサイル連隊）

2025年度末配備

来春以降、湯布院駐屯地（大分県）や勝連分屯地（沖縄県）へ
の配備予定。やがて宮古島・石垣島・与那国島・奄美大島（奄
美駐屯地・瀬戸内分屯地）にも・・・・

大型弾薬庫の建設
3２年度までに大型弾薬庫１３０棟を増
設する。2025年度予算は336億円。九
州・北海道・京都など13ケ所。長射程ミ
サイルやトマホークなども保管。火薬類
取締法で規定されている保安距離は、
国際弾薬技術ガイドライやNATO基準と
比較して非常に短い

熊本健軍駐屯地 宮古島駐屯地 与那国島（黄色の部分） 石垣駐屯地
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町で反対の声をあげる



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

武器取引で儲ける国（死の商人国家）へ 

それまでの武器輸出のルールを変える（２０２３・１２・２２） 

１， ライセンス生産品 

２， 殺傷能力のある武器を搭載した製品 

３， 国際共同開発品 

 

→ 輸出解禁

禁！ 

 

  

 

ＯＳＡ（政府安全保障能力強化支援）同志国に武器を無

償供与する仕組み ２０２５年度のＯＳＡ予算は８０億

円   ドローン（海上監視）、警備艇、レーダーシステ

ムなど 

 
これまでの対象国：タイ、フィリピン、スリラン

カ、マレーシア、インドネシア、パプアニュー

ギニア、東ティモール、トンガ  

 

 フィリピン、インドネシア、マレーシア、タイ、

スリランカ、東ティモール、パプアニューギニア、

トンガ 

警備艇、ドローン，レーダー 

死の商人国家を支えるための法整備 防衛生産基盤強化法 

○自衛隊の任務に「不可欠な装備品等」を製造する企業に対し、原材料や部品の供給網を整備する経費を国が援助 ○事業の継

続が難しくなった場合、国が製造施設を国有化、○武器の輸出にかかわる経費も助成。○国が提供した秘密を従業員らが漏らし

た場合、「１年以下の拘禁刑または 50 万円以下の罰金」を科す。（２０２３・６・7成立） 

 

パトリオットミサイル（三菱重工）を米に

輸出（約３０億円） 

日・英・伊で次期戦闘機を共同開発２０３５年配備

配備 

豪次期フリゲート艦に護衛艦「もがみ」

を売り込み（２０２５年度） 

 



戦前（１９４５年以前）の法制度との比較

？
？

参政党は先の参議院選で１４議席をとり，議案の提出
権を得ました。神谷代表は「スパイ防止法」を公約に
かかげました。神谷代表は選挙期間中に官僚、公務員
を批判しつつ、「極左の人が社会の中枢にいる。極端
な思想の人達はやめてもらわなければいけない、これ
を洗い出すのがスパイ防止法」と発言しました。思想
統制をめざしています。戦争準備といえます。この動
きに反対しなければなりません。

不戦ネットの紹介

スパイ防止法

敗
戦

2025年？

不戦へのネットワークは名古屋を中心に平和・人権
について考え、行動している市民グループです。地
域で、また全国各地で思いを同じにする人たちと情
報交換や交流し、活動しています。

詳しくは↓を

私たちはすでに戦前の法に囲まれている
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